
DOING GOOD INDEX 報告書 2024年版
アジアのソーシャルセクターの発展可能性を検証する
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エグゼクティブサマリー（総論）

Centre for Asian Philanthropy and Society（CAPS）
は、2018年から「Doing Good Index」（ドゥーイン

グ・グッド・インデックス：社会のためになる活動の指
数）を発行してきたが、今回で4回目の実施となる。こ
のインデックス（指数）は2年ごとに作成され、アジア
における民間の社会的投資の基盤を評価している。さら
にフィランソロピー、慈善寄付、インパクト投資、企業
の社会的責任（CSR）などから資金調達するための促進
要因と阻害要因を明らかにしている。

アジアのソーシャルセクターは、喫緊の社会問題や環
境問題への取り組みにおいて重要な役割を担っているi。
文化や地理的条件、政府の制度、社会経済的地位など、
非常に多様性のあるこの地域では、その地域の実情に応
じた解決策を講じる必要がある。世界人口の半分以上が
アジアに住み、その中には安全な飲料水、十分な住宅
や医療といった生活に必要なものを利用できない人々が
何十億人もいる。各国政府は大規模な課題に取り組むた
め、ソーシャルセクターや民間資産との連携の必要性を
認識している。　

世界中で急速にテクノロジーが進歩する中、このイン
デックスでは、デジタル技術がアジアのソーシャルセク
ターにどういった影響を及ぼしているかというセクション 
(第2章) も設けている。多くのSDO（ソーシャル・デリバ
リー・オーガニゼーション※定義は右の囲み記事を参照
のこと）が、テクノロジーを駆使したサービス提供、資金
調達、コミュニケーションの導入を急ピッチで進める一方
で、後れを取らないよう奮闘している団体も存在する。私
たちのデータから明らかなことは、アジアのソーシャルセ
クターはテクノロジーの未来に対する準備が不十分である
ということだ。テクノロジーは多くの機会を提供してくれ
る反面、SDOの大半はその利点を十分に活用することがで
きていない。88％のSDOは今後2年間でデジタル技術の利
用を増やす意向であるものの、資金不足（71％）やスキル
不足（59％）が大きな障壁となっている。フィランソロピ
ーがこのようなニーズに対してできることを踏まえ、SDO

i 本報告書で用いる「ソーシャルセクター」という用語は、社会的ニーズに対応するためのリソース（資源）を求めたり、または供給したりするすべての個人、企業、組織を

指している。
ii 訳注：調査対象に台湾や香港なども含むため、原文ではCountry [国] ではなくEconomy [経済圏]としているが、本抄訳版では、日本語として一般的な「国」または「国々」と

訳している。

が将来に備えるために、フィランソロピーの実践者、企
業、その他の資金提供者ができることについて議論する。

ソーシャル・デリバリー・オー
ガニゼーション（SDO）とは？

CAPSは、社会的ニーズに対応した製品やサービス
を提供する組織を「ソーシャル・デリバリー・オー
ガニゼーション（SDO）」と呼んでいます。

一般的に使われている「非営利組織」という用
語は、アジアではあまり実質的ではありません。な
ぜならば、多くの団体が営利事業や社会的企業とし
ての収入源を含んでいるからです。また、「非政府
組織（Nongovernmental organization）」という用語
も、アジアでは多くの団体が政府と提携することが
多いため適切とは言えません。

「SDO」という用語は、アジアの文脈の中で異
なる役割を担う純粋なアドボカシー組織と社会的ニ
ーズに対応した製品やサービスを提供する組織を区
別することができるため有用です。SDOという用語
は伝統的な非営利組織から、収入源をもつ非営利組
織、さらに社会的企業、事業型財団に至るまで、さ
まざまな組織を対象とします。

Doing Good Index 2024では、対象となったSDOの
89%が非営利組織で、7%が非営利型の社会的企業ま
たは社会的ベンチャーです。残りの4％は営利型の
社会的企業または社会的ベンチャーでした。

アジアの国々 iiにはそれぞれ独自の特徴があり、国
によっても、また国内でも大きな違いがある。今回の
Doing Good Indexでは、アジア全体で以下のような顕
著な発見がいくつかあった。
•	 激動のコロナ禍の期間を反映してか、過去2年
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間、Doing Good Indexの4つのサブ指数iii（法的規制、
税制・財政政策、エコシステム、調達）にはほとん
ど変化が見られなかった。パフォーマンス（成績）
が向上したスリランカを除けば、他のすべての国々
は同じグループにとどまっている。しかし、変化が
ないことは必ずしも悪いことではない。安定は、ソ
ーシャルセクターの発展の土台となるからだ。

•	 資金不足、人材確保の課題、スタッフのスキルアッ
プ・新しいスキル習得が、SDOが直面する最重要課
題である。個人や財団からの資金がほとんどの組織
の主な収入源となっている一方で、SDOは圧倒的に
国内の寄付レベルが低いと考えている。SDOのほぼ4
分の3がスタッフの採用に苦労しており、69％がスタ
ッフの定着に困難を抱えていると報告している。

•	 ソーシャルセクターへの資金提供はほぼ横ばいで
ある。国内からの資金（個人、財団、企業）は、
アジア全域のSDOにとって依然として主要な資金源 
であり、平均的なSDOの予算に占める割合は64％で
ある。SDOの予算に占める政府・行政からの資金
（20％）と海外からの資金（15％）の割合も安定して
いる。とはいえ、ポスト・コロナ期には、ソーシャ
ルセクターが資金不足に直面し続けるという不確実
性が伴う。

iii 訳注：サブ指数の構成要素については9ページを参照のこと。
iv これらの国・地域は、バングラデシュ、カンボジア、中国、香港、インド、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、ネパール、パキスタン、フィリピン、シンガポール、

スリランカ、台湾、タイ、ベトナムである。「香港」と「韓国」は、中国の香港特別行政区と大韓民国を指す。
v 現在進行中の政治情勢により、ミャンマーは本年度の調査に参加できなかった。しかし、現地のパートナーの協力を得て、ミャンマーの概要を掲載し、そのソーシャルセク

ターの継続的な課題と強靭性を紹介している。（※訳注：本抄訳版には、紙面上ミャンマーの概要は掲載していない。）

•	 ソーシャルセクターへの法的規制は、政府によって
異なる。ソーシャルセクターをパートナーとして受
け入れている政府がある一方、ソーシャルセクター
の成長を奨励しながらも負担の大きい規制や制限を
課すなど、対応が冷ややかな政府も存在する。

•	 SDOの役割は依然として重要であり、SDOは社会か
らの支持を受けていると感じている。また、ここ数
年のコロナ期における混乱の後でも、ソーシャルセ
クター内には強い楽観的思考が存在し、これは、か
つてない課題に直面しながらもSDOのもつレジリエ
ンス（強靭さ）を示しているといえる。

適正な政策とインセンティブ（動機）によって、アジア
のソーシャルセクターに流れる資金の量と質を最大化す
ることが可能になる。アジア全域で個人富裕層が増加し
ているため、社会的利益のために資金を投下する可能
性が高まっている。もし仮にアジア諸国が国内総生産
（GDP）の2％に相当する金額を寄付し、米国並みのフ
ィランソロピー活動を行った場合、7,020億米ドルの資
金が創出されると推定されている1,2。これはアジアに流
入する海外開発援助の14倍に相当し、アジア太平洋地域
が2030年までに国連の「持続可能な開発目標」を達成
するために必要とされる年間資金不足額の4分の1に相当

する3,4。
しかし、アジアにおけるフィラ

ンソロピーは、ソーシャルセクター
に対する根強い信頼不足や寄付に対
するインセンティブの欠如、安定し
ない法的規制などが要因となって足
踏み状態にある。Doing Good Index
は第1回となる2018年版を発行して
以来、国の社会経済的な状況に関係
なく、政府がこの状況を変えるため
の道筋を示してきた。この調査結果
は、17の国々にわたる2,183のSDOを
対象とした包括的なアンケート調査
と140人の専門家とのインタビュー
を通じて収集された独自のデータか
ら導き出された、エビデンスに基づ
くものとなっているiv。それとは別
に、ミャンマーのソーシャルセクタ
ーの概要も掲載しているv。

17 国・地域

2183
140

のSDOへの 

アンケート調査

人の専門家への相談
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Doing Good Indexは4つのサブ指数（法的規制、税
制・財政政策、エコシステム、調達）で構成される。こ
れらのサブ指数は、民間社会投資の能力を最大化する
ために各国がとった具体的な手段を明示するのに役立
つ。インデックスでは、各国を4つのグループ（「優良
（Doing Well）」「良（Doing Better）」「途上（Doing 
Okay）」「不十分（Not Doing Enough）」）に分類し
ている。これらのグループは、「社会のためになる活動
（Doing Good）」のための環境づくりの観点から、各国
がどの段階にあるかを示している。

このインデックスに含まれるすべての国は、民間の
社会的投資を促進するための手法を展開しているが、こ
の数年急速な進歩を遂げた国もあれば、停滞している国
もある。ただし、どの国にも継続的な改善余地があっ
たため、一番理想的な最適基準となる「最優良（Doing 
Excellent）」に達している国はなかった。

なぜ『DOING GOOD INDEX 
調査』なのか？

フィランソロピーをはじめとする民間の社会的投資
は、適切なインセンティブと政策があれば、その効
果を飛躍的に高めることができると考えられていま
す。本調査は、この野心的な目標に向けて、以下の
ような形で貢献しています。

信頼の欠如に対応すること。寄付を行う上での
障害となっている「信頼の欠如」は、アジアの寄付
者からしばしば提起される問題です。本調査では、
信頼の欠如に最も影響を与えている要因と、それ 
に対処するために最も効果的な解決策を特定してい
ます。

新しいデータを作ること。フィランソロピー活
動は、国の統計機関の範疇に含まれているわけでも
なければ、国のデータ収集の優先順位が高いわけで
もありません。そのため本調査は、フィランソロピ
ーの状況とこの分野で起きている変化を理解するた
めのデータ作成に役立ちます。

より活力あるソーシャルセクターへの道筋を示
すこと。本調査の報告書は、社会事業家、政策立案
者、研究者、SDO、市民などが、自分たちの国での
寄付の拡大・強化のためにはどういった手段がある
のかを理解するのに役立ちます。

 

 

サブ指数の結果 
法的規制
•	 アジア各国では、過去2年間におけるソーシャルセク

ターの法的規制の変化は限定的であった。透明性と
アカウンタビリティを向上させ、SDOの規制負担を
軽減する措置を実施した国がある一方で、規制によ
る監視と統制を強化することで、このセクターに対
する警戒感を示し続けている国もあった。

•	 SDO設立の際の簡便さはアジア各国で異なる。登録
には1つから8つの認可が必要で、登録に9日間から1年
以上かかる場合もある。

•	 ソーシャルセクターに関する法律は17カ国すべてで
公開されているが、法的規制の複雑さと執行の一貫
性のなさがSDOに課題をもたらしている。

•	 一部の国では、国境を越えた資金の流れに対する監
視が続いている一方、国内における資金調達の制
限状況はアジア内で大きく異なっている。13の国で
は、SDOに対して特定の種類の国内資金調達に関し
て許可を得ることを義務付けているか、または許可
なしで調達できる金額に制限を課している。

•	 ソーシャルセクターの説明責任と透明性を促進する
ための報告義務は、ほとんどの国で必須となってい
るが、すべての報告書が一般公開されているわけで
はない。

•	 政府は、政策協議においてSDOと協力してい
る。SDOの73％が、ソーシャルセクターに関連する
政策協議に参加していると回答している。政府と
SDOの関わりが増えることは進展であるが、27％の
SDOは政府から一度も協議を受けたことがないと 
答えており、政策決定プロセスが包括的かつ多様な
アクターやステークホルダー（利害関係者）の声 
を反映させるために重要であることが浮き彫りにな
った。

税制・財政政策 
•	 税制優遇措置は、政府がソーシャルセクターへの資

金流入を支援する重要かつ直接的な手段である。17
カ国すべてで、企業による寄付に対して税制上の優
遇措置が設けられており、1カ国を除くすべての国
で、個人による寄付に対しても同様の優遇措置が設
けられている。また、15カ国が非営利団体に免税資
格を与えている。

•	 優遇税率は、0％から250％までと幅が広い。12の国
が個人からの慈善寄付に対して100％以上の税率で税
制優遇措置を設けており、15の国が法人からの寄付
に対しても同様の措置をとっている。シンガポール
は、個人・法人ともに250％の税額控除を受けられる
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法的規制

調達

エコシステム

影響力を増強させるも 
のとしての 

Doing Good Indexの 
調査結果

税制・財務政策

など、引き続き群を抜いている。
•	 ほとんどの国では税制上の優遇措置が制限されてお

り、税制優遇に関する潜在的可能性を低下させてい
る。一般的に、税控除は所得または利益の2％から35
％の間に制限されている。4つの国
では、税控除率の低さと限度額の低
さが相まって、寄付に対する二重の
阻害要因となっている。また、特定
の分野で活動するSDOに対して控除
を制限している国もある。

•	 税制上の優遇措置は、寄付を奨励す
る上で重要であると広く認識されて
いる。しかし、利用できる優遇措置
に関する混乱や認識不足が、その可
能性に水を差している。SDOの56%
のみが、自国の税制優遇措置の存在
を認識しており、これは知識の隔た
りを示すものである。

•	 6つの国の企業はCSRに取り組むこと
が義務付けられており、2つの国（イ
ンドとネパール）の企業は利益の一
定額をCSR活動に費やさなければな
らない。10の国では、上場企業に対
して環境・社会・ガバナンス（ESG）
に関する報告を義務付けている。

エコシステム
•	 SDOは引き続き社会から概ね信頼されていると感じ

ており、調査対象となったSDOの半数以上が、ソー
シャルセクターに対する一般市民の関心が高まって
いると見ている。また、全体的に楽観的で、半数以
上の組織がソーシャルセクターの将来について前向
きに感じていると答えている。

•	 「社会のためになる活動（Doing Good）」は、ア
ジアの国々で広く認識されている。ほとんどの国に
は慈善活動に対する表彰制度があり、すべての国に
は国全体を対象としたボランティア制度がある。ま
た、7つの国には慈善寄付を奨励する全国的な寄付の
日が設けられている。

•	 ソーシャルセクターに有能な人材を確保することは、
ほぼすべてのアジアの国のSDOにとって依然として重
要な課題となっている。寄付者からのキャパシティ
ビルディング支援、労働条件の改善、そして特に若
い世代からの社会的認知の向上が必要である。

•	 ソーシャルセクターの連携は広まっている。調査対
象となった組織全体の84％が他のSDOと連携してお

り、半数以上が地方自治体、企業、財団と協働して
いる。

•	 企業の関与も増えている。企業のSDOに対しての資
金提供は着実に増加していることに加え、企業は

ボランティアやプロボノ支援を行
い、SDOと提携して社会課題への認
識を高めている。

調達
•	 政府によるSDOからの物品やサービ

スの調達は、2022年からわずかに増
加しているが、成長の余地はある。
昨年度、政府調達による収入があっ
たと報告した組織は32％で、2022年
の30％から増加した。しかし、アジ
アのSDOの資金調達全体に占める政
府調達収入の割合はわずか9％で、
前回のインデックス（指数）と変化
がなかった。

•	 SDOは依然として調達プロセス全体
を通して課題に直面している。67%
のSDOは、情報へのアクセスや調達
案件への申請が難しいと感じてい

る。また、政府との契約締結の簡便性
や、その決定の透明性に関する懸念も
根強く残っている。

結論
私たちは今、社会、経済、そして環境における大変革の
時代を生きている。新しい政府、ポピュリスト運動、戦
争、気候変動は不確実性を増大させている。同時に、デ
ジタル技術の台頭は、ソーシャルセクターが困窮する
人々にサービスを提供し、資金を調達し、活動の大義を
訴えるための新たな方法として大きな可能性を秘めてい
る。しかし、デジタルの世界に適応できるSDOとそうで
ないSDOの間には格差が存在する。

アジアではプラグマティズム（現実主義）の傾向が
続いており、グローバルな課題への取り組みでは政府が
主導権を握っている。しかし、個人、組織、企業にも重
要な役割がある。私たちの未来を確かなものにするため
に、私たちはより良い協力の方法を見つけることができ
るし、またそうしなければならない。Doing Good Index
は、そのためのツールやアイデアを提供するものであ
る。また、アジア地域全体のベストプラクティスを示
し、アジア諸国がより持続可能な未来を築くための時宜
を得たロードマップ（行程表）を示している。

DOING GOOD INDEX 報告書 2024年版  |  エグゼクティブサマリー（総論）
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Doing Good Index は、アジアにおける民間社会投資の
インフラ（基盤）を継続的に評価するものである。

世界のソーシャルセクターが新型コロナのパンデミック
から脱却した中、4回目となる本報告書は、アジアにお
けるソーシャルセクターの現状についてまとめたもので
ある。法的規制、税制・財政政策、エコシステム、調達
という4つで構成されるインデックス（指数）が、過去
2年間でどのように変化したかを見ている。変わってい
ないのは、アジアのソーシャルセクターが、多くの社会
的・経済的課題を克服する上で重要な役割を果たし続け
ているということである。

アジアは活力に満ちた大陸である。過去10年間、多
くのアジアの国々は著しい経済成長を遂げ、それに伴い
重要な社会経済開発指数も前進が見られた。それにもか
かわらず、依然として満たされないニーズが山積してい
る。アジア太平洋地域の1億8,500万人以上が1日2.15米ド
ル以下で生活し、3億7,070万人が栄養不足にあえぎ、21億
人が安全な飲料水を利用できずにいる5,6,7。国連は、アジ
ア太平洋地域における持続可能な開発目標（SDGs）の達
成は、パンデミックの影響もあり、少なくとも32年遅れ
ていると推定している。コロナは想定外の事態に見えた
が、他に迫ってきている事態もあるかもしれない8。地域

出典： ESCAP. Asia and the Pacific SDG Progress Report 2024: Showcasing  
Transformative Actions. https://data.unescap.org

アジア太平洋地域におけるSDGsの進捗
状況とギャップ
 現在の進捗       予想される進捗       必要となる進捗

2015 2018 2021 2024 2027 2030

100% 

80% 

60% 

40% 

20% 

進捗の差を

埋めるには

32年 
必要 

デジタル時代における 
DOING GOOD（社会のためになる活動）
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貧困をなくそう

すべての人に健康と福祉を

ジェンダー平等を実現しよう

エネルギーをみんなに。そしてクリーンに

産業と技術革新の基盤を作ろう

住み続けられるまちづくりを

気候変動に具体的な対策を

陸の豊かさも守ろう

飢餓をゼロに

質の高い教育をみんなに

安全な水とトイレを世界中に

働きがいも経済成長も

人や国の不平等をなくそう

つくる責任、つかう責任

海の豊かさを守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達成しよう

アジア太平洋地域でのSDGsの進捗状況

出典： ESCAP SDG Gateway Asia Pacific. Asia and the Pacific  
(ESCAP)—Snapshot.

 前進       後退       指数不足     

2015年
2030年のタ
ーゲット2023年

https://data.unescap.org
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紛争から気候変動まで、さまざまな危機が進行する中、
アジアはより公平な未来を創造するための困難な戦いを
強いられている。

開発目標を達成するために必要な資金は、一国の政府
のそれを超えるものである。アジアの発展途上国が2030年
までにSDGsを達成するためには、2016年から2030年までに
毎年1兆5,000億米ドルが必要になると推定される9。また、
高所得国であっても、かなりの追加資金が必要である。

朗報は、アジアには大きな可能性が秘められている
ことだ。世界で最も人口の多い地域であるアジアは、革
新性、創造性、そして強靭性を生み出す肥沃な大地であ
る。世界経済の減速が予測される中、アジアは引き続き
成長の原動力となり、世界の実質国内総生産（GDP）の
60％に貢献すると予想されている10。2024年には、アジア
に住む人々の半数以上が中流階級以上となる11。この地域
の超富裕層は現在、世界の富裕層の26％を占め、その多
くが慈善活動やその他の形態の民間社会投資を通じて、
積極的に善行に取り組んでいる12。個人富裕層が増加する
につれ、社会的利益のために展開できる潜在的な資本も
増加している。仮にアジアの人々が（2023年の米国と同
じように）GDPの2％を寄付するとすれば、年間7,020億米
ドルという莫大な資金が生み出されることになる13,14。こ
の額は現在アジアに流入している海外開発援助の14倍に
相当し、アジア太平洋地域がSDGsを達成するために不足
している年間資金の25％に相当する15,16。

期待できることに、慈善寄付、インパクト投資、企業
の社会的責任（CSR）の増加など、民間によるさまざまな
形態の社会的投資が加速している。大中華圏の超富裕層
を対象とした最近の調査では、97％が慈善寄付やその他の
社会的投資を行っていると回答している17。また、公益の
ための官民パートナーシップや、公的資金と民間資金など
性質の異なる資金を組み合わせるブレンドファイナンス、
コラボレイティブギビング（共同寄付）などの革新的な資
金調達ソリューションへの関心も高まっている。

課題はこれらのリソースをどのように活用し、革新
的な解決策をインパクトのある体系的効果に結びつける
かにある。Doing Good Indexは、具体的な解決策を開発
するためのデータと見識を提供することを目的としてい
る。また、喫緊の社会的・環境的ニーズへの対応に向
け、民間の寄付を増やし強化するために、どのような手
段を用いるべきかを明らかにしている。さらに、今回の
インデックスでは、アジアのSDOに対するデジタル技術
の影響とそれがもたらす機会、そしてそれを効果的に活
用する上での問題点についても掘り下げている。 

vi これらの指数は、サブ指数の組み合わせになっているものもある。

DOING GOOD INDEXとは？

Doing Good Indexは、アジアにおける「社会のため
になる活動（Doing Good）」を行うための民間資本 
を取り巻く規制や社会環境についての研究調査で
す。今回で4回目となる本インデックス（指数）
は、民間資本をソーシャルセクターに向かわせる政
策やインセンティブ（動機）を明らかにし、ステー
クホルダーがより強固で信頼できる関係を築くには
どうすればよいかを検討するものです。このインデ
ックスは、政策立案者、慈善活動家、学識経験者、
非営利組織のリーダーにとって、エビデンスに基づ
くリソースであり、慈善寄付の拡大・強化のための
深い洞察とベスト・プラクティスを提供します。

このインデックスは、4つのサブ指数（法的規
制、税制・財政政策、エコシステム、調達）viのも
と、35の指数のデータに基づいています。これらの
指数を組み合わせることで、アジア各国における民
間社会的投資の需給に影響を与えるさまざまな要因
を把握することができます。2024年版では、ソーシ
ャルセクターがサービス提供や、資金調達、事業運
営において、どのようにデジタル技術を取り入れて
いるかについての質問も加えました。調査結果はエ
ビデンスに基づくもので、17カ国・地域にまたがる 
2,183のSDOと140人の専門家から収集した調査データ
から得られたものであり、アジア全域のパートナー
団体や専門家のネットワークの支援を受けて実施し
ました。集計後、Doing Good Indexでは、各国を4つ
のグループ（「優良（Doing Well）」「良（Doing 
Better）」「途上（Doing Okay）」「不十分（Not 
Doing Enough）」）に分類しています 。

Doing Good Index 2024の全体的な調査結果
アジアは一様ではなく、国によって、また国内でも大き
な違いがある。一人当たりGDPは、シンガポールの127,565
米ドルからネパールの4,725米ドルまでと幅がある18。人
口全体の所得分配を測るジニ係数では、バングラデシュ
のスコアが32.4で17カ国中最も低く、香港が53.9で最も 
高い19。社会経済的、政治的な多様性を考えれば、アジア
のソーシャルセクターも同じように多様である。このよ
うな違いはあるものの、今回のDoing Good Indexでは、ア
ジア全体でいくつかの特徴が見られた。

DOING GOOD INDEX 報告書 2024年版  |  第I部  |  第1章
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2024年は、私たちは概ね現状維持が継続されている
と見ている。激動のコロナ禍が背景にあり、2022年度と
ほとんど変化がない。グループの順位変更はスリランカ
1カ国だけである。しかし、変化がないことは必ずしも
悪いことではない。安定は、ソーシャルセクターが成長
する土台を築くものであるからである。

ソーシャルセクターは、依然として資金不足と人材
確保の課題に悩まされている。Doing Good Index 2024で
は、資金不足、人材不足、スタッフのスキルアップ／再
教育がSDOの最重要課題であることを示している。

個人や財団からの資金がほとんどのSDOの主な収入
源となっている一方で、国内の寄付水準は低いと回答し
た組織が大多数であった。資金面だけでなく、SDOのほ
ぼ4分の3がスタッフの採用に苦戦しており、69％がスタ
ッフの定着が困難であると回答している。

広範な人材難に対処するには、多面的かつ長期的な
アプローチが必要であるが、寄付者は資金提供をキャパ
シティビルディング（能力開発）支援や技能移転支援な
どに行うことで、その道を先導することができる。キャ
パシティビルディングへの支援は、スタッフ不足を解
消し、既存スタッフのスキルを向上させるのに役立つ。
また後者は、急速な技術発展に対応するために、組織に
とって特に不可欠である。しかし、キャパシティビルデ
ィングに対する寄付者からの支援は見過ごされがちであ
り、この重要な取り組みのために一貫した支援を受けた
と回答したSDOは、わずか15％に過ぎなかった。

ソーシャルセクターへの資金供給は、以前の大幅な

変動に比べ、2024年のインデックスではほぼ横ばいで推
移している。国内からの（個人、財団、企業）資金は、
アジア全域のSDOにとって依然として最も重要な資金
源であり、平均的なSDOの予算に占める割合は64％であ
る。SDOの予算に占める政府からの資金（20%）と海外
からの資金（15%）の割合も安定している。

とはいえ、ポストパンデミック時代には、ソーシャ
ルセクターが資金調達の課題に直面し続けるという不確
実性が伴う。アジア全域のSDOのほぼ半数が昨年度の収
入増を報告した一方で、3分の1以上のSDOは寄付者数が
減少したと報告している。このような相異する傾向は、
セクターにとって不確実な環境を生み出しかねない。

法的規制については、依然として政府により異な
っている。ある国の政府はSDOを社会発展のパートナ
ーとして受け入れている一方で、別の政府はソーシャ 
ルセクターに対して冷ややかな態度を示しており、ある
時はその成長を促し、またある時は過度に負担の大きい
規制や制限によってソーシャルセクターの進歩を妨げて
いる。

多くの国々では、アジア全域の政府が経済的、政治
的安定に注力してきたため、ソーシャルセクターに対す
る規制の優先順位は低かったと思われる。一方で、透明
性とアカウンタビリティを支える規制と、政府の厳しい
管理とのバランスをとることに苦慮しているところもあ
る。

同時に多くの政府は、自分たちだけでは対応しきれ
ない社会的課題に対処するために、国内のフィランソロ
ピーをどのように後押しするかに苦慮している。中国の
「共同富裕」（※訳注：貧富の格差を是正しすべての人
が豊かになること）からシンガポールのファミリーオフ
ィス（※訳注：資産家の資産の管理・運用や資産家一族
に各種サービスを提供する会社）の誘致に至るまで、各
国政府は富裕層を取り込むための新たなアプローチを検
討している。

肯定的な点としては、SDOの役割は依然として重要
であり、SDOは概して支援されていると感じていること
だ。アジア全域の国が多くの社会的、経済的、環境的な
課題に直面し続けている中、アジアの人々には、文化的
な性質として積極的に助けようとする姿勢がある。エコ
システムのサブ指数は、個人と企業の関与と、共有され
た課題を解決するために協働する意欲を示している。例
年と同様、エコシステムの平均スコアは高く、17カ国中8
カ国がこのサブ指数で最高のスコアを出している。

また、ここ数年の混乱の後でも、ソーシャルセクタ
ーには強い楽観論が見られる。SDOの61％が組織の将来
について楽観的であり、52％が自国におけるセクターの
将来について肯定的である。

法的規制
• 効率性
• 資金の流れ
• 説明責任 
• コミュニケーション

エコシステム
• 社会的評価
• 人材インフラ 
• 良いガバナンス（運営）
• 制度的な評価

調達
• 	調達機会へのアク
セス方法

• 	調達の流れ 

税制・財政政策
• 	寄付者へのインセ
ンティブ

•	 受け取り側へのイ
ンセンティブ 

Doing Good Indexのサブ指数の構成要素
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そして、アジアのソーシャルセクターが楽観的な気
持ちを抱く理由は、特にデジタル技術発展の時代にはた
くさん存在する。過去20年間におけるテクノロジーの進
歩は目覚ましく、ソーシャルセクターの日常業務を根底
から覆し、前例のない機会を引き出してきたが、その勢
いは衰える気配がない。

デジタル時代におけるアジアのソーシャル
セクター
Doing Good Indexは毎回、アジアの発展とソーシャルセ
クターによるコミュニティへのサービス提供の双方に影
響を与える重要な動向について調査している。2024年版
では、通信、取引、商業、サービス提供、社会的やりと
りなど、日常生活のあらゆる側面にデジタル技術がどの
ように浸透しているかを探った。アジアは技術発展の中
心地である。多くの国が20世紀後半を象徴する技術（固
定電話、デスクトップコンピュータ、ファックス）を飛
び越え、モバイル接続、デジタルバンキング、ソーシャ
ルネットワークに移行している。コロナの世界的大流行
は、多くの組織にとって転機となり、サービス提供モデ
ル全体がデジタルによる代替手段の導入を余儀なくされ
た。対面式の健康診断はビデオ通話になり、コミュニテ
ィグループはソーシャルメディアに新たな居場所を見つ
け、教材はオンラインで配布されるようになった。

急速なデジタル変革の中で、ソーシャルセクターは
どう対応しようとしているのだろうか。私たちのデータ
によれば、アジアのソーシャルセクターは今後の技術的
未来に対して十分な準備ができていない。多くのSDOは
テクノロジーを活用したサービス提供、資金調達、コミ
ュニケーションの導入に躍起になっているが、ほとんど
の組織では、そのメリットを十分に活用するために必要
なスキルや資金が不足している。SDOの88%は、今後2
年間でデジタル技術の利用を増やす意向だが、資金不足
（71%）とスキル不足（59%）が大きな障壁になってい
ると回答している。最も必要なテクノロジーは何かとい
う質問に対しては、38％がハードウェア、31％が業務用
ソフトウェア、27％がスタッフのトレーニングとスキル
アップと回答している。

技術的な状況を把握するために、私たちはソーシャ
ルセクターがデジタルツールやテクノロジーを導入する
能力を検証するためのある枠組みを用いた。第一に、イ
ンターネット接続や安定したモバイルネットワークな
ど、新しいテクノロジーを採用するための必須条件な
ど、基礎的な状況を検討した。第二に、デジタルツール
を効果的に利用するために必要な人材、専門知識、資
金などの運用的な状況を検討した。最後に、変革的な状
況、すなわちSDOが長期的に新しいテクノロジーを最大

限活用する能力を検証した。これには、強力なリーダー
シップ、変化に対応するスタッフの能力、およびキャパ
シティビルディングへの投資を継続するためのリソース
の有無が影響する。

朗報なのは、アジアのほとんどのSDOが、基本的な
基盤整備と運用体制を整えていることである。回答した
84％のSDOが十分な速度と信頼性のあるインターネット
を利用しており、69％がコンピュータやタブレット端末
を十分に利用している。また、ほぼすべての組織が、日
常業務に標準的なソフトウェア（ワープロや電子メール
アプリケーションなど）を使用している。しかし、SDO
は、テクノロジー利用の増加に伴うリスクに対する対策
が不十分である。70％が組織のサイバーセキュリティ計
画について認識していない。デジタル技術はダイナミ
ックに進化しており、SDOも資金提供者も、デジタル環
境の変化に対応できるよう、常に警戒を怠らない必要が
ある。フィランソロピーには、SDOが必要な技術インフ
ラ、ソフトウェア、スキルに投資し、効果的に将来に備
えるための資金を提供するという重要な役割がある。

アジア各国の現状
Doing Good Indexでは、そのパフォーマンスの結果か
らアジアの国々を4つのグループ「優良（Doing Well）」
「良（Doing Better）」「途上（Doing Okay）」「不十分
（Not Doing Enough）」に分類している。スコアが高い国
がある一方で、どの国も「最優良（Doing Excellent）」
のレベルに到達しておらず、全体的に改善の余地がある
ことを示唆している。

インデックスのパフォーマンスと1人当たり国民総所
得（GNI）の間には正の相関関係があり、高所得国ほど
高いパフォーマンスを示す傾向がある。だが、これは
一因ではあるものの、すべてを物語るわけではない。 
香港や日本を含むいくつかの高所得国・地域は、一人 
当たりGNIが低い「良（Doing Better）」グループ内の一
部の国よりも低いパフォーマンスを示している。

優良（Doing Well）：シンガポール、台湾
2020年および2022年の調査結果と同様、シンガポールと
台湾がトップグループにランクインしている。

シンガポールと台湾がインデックスで優れた成績を
示している主な要因は、法的規制の枠組みが整っている
ことである。ソーシャルセクターに関連する法律は理解
しやすく、一般的にきちんと施行されているため、SDO
は円滑に活動することができる。両国・地域の政府は、
公益活動にインセンティブを与え、奨励している。法的
規制の枠組みやインセンティブは、社会問題や環境問題
に取り組む上で、ソーシャルセクターがいかに重要なパ
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ートナーであるかを示している。
シンガポールと台湾には、ソーシャルセクターへの

資金流入を促進する優遇税制が存在している。シンガポ
ールのソーシャルセクターへの寄付に対する250％の税
額控除率は、依然として他に例を見ないものであり、
台湾は、慈善遺贈に対する税制優遇措置を提供してい
る4つの国・地域のうちの1つである。いずれの国・地域
も、寄付に対する税制優遇措置を特定の分野に限定せ
ず、優遇措置の申請も比較的容易である。

台湾は、調達のサブ指数で高い成績をあげている。
台湾は、政府の提案依頼書（RFP）に SDOが申請できる
よう、追加的なインセンティブを与えているわずか3カ
国・地域のうちの1つである。この分野での成績を向上
させるためには、シンガポールもまたSDOが政府調達の
機会関与を奨励する特別なインセンティブを提供するこ
とが可能だろう。

とはいえ、まだまだ改善の余地はある。シンガポー
ルは、非営利団体の登録手続きに最も時間がかかり、
また最も費用がかかる国の1つであり、台湾では、まだ
SDOの政策決定への関与が最大限に活用されていない。
両国・地域とも、ソーシャルセクターのキャパシティビ
ルディングへの支援は相対的に低く、SDOは、優秀な人
材を集めることが課題であると感じている。

良（Doing Better）：中国、香港、日本、韓国、 
マレーシア、フィリピン
このグループに属する6つの国・地域は、いずれも2022
年調査からの順位を維持している。いくつかの分野では
好調であるが、その他の分野でより良くなる可能性を持
っている。

このグループは、法的規制のサブ指数で比較的良好

な結果を出している国が多い。中国は近年、非営利組織
として法的登録を得るために必要な許可数が少なくな
り、法的規制に関するやり取りが明確になるなど、積
極的な規制の進展を示している。マレーシアでも、ソー
シャルセクターの規制は理解しやすいと報告するSDOが
増えている。このサブ指数で低調なのは、SDOの登録に
最大6つの許可を必要とするフィリピンと、登録手続き
に最長12カ月を要する香港である。昨年から、香港政府
はこの問題に取り組もうとしているが、もし成功すれ
ば、2026年版のDoing Good Indexはこの構造的変化が反
映されたものになっているはずだ。

6カ国すべてが、税制・財政政策のサブ指数で比較的
良好な結果を示している。いずれも寄付に対する税制優
遇措置があり、SDOが利用できる直接的・間接的な政府
の補助金がある。しかし、フィリピンの10%から香港の
35%まで、控除できる所得の割合に制限を設けている。

エコシステムのサブ指数のパフォーマンスはまちま
ちである。このグループに属するすべての国では、全国
規模のボランティア制度や大学などで非営利マネジメン
トのコースがある。中国とフィリピンは、このサブ指数
で引き続き上位3カ国に入っている。他の4カ国は下位に
位置しており、人材採用に関する大きな課題とソーシャ
ルセクターに対する信頼の低さがそのパフォーマンスを
妨げている。

調達のサブ指数では、香港とフィリピンが引き続き
後れを取っている。これらの国・地域は、政府調達にお
けるソーシャルセクターの参加の可能性を、まだ十分に
実現できていない。

これらの国のSDOは、調達機会に関する情報が容易
に入手できず、ソーシャルセクターが契約を勝ち取るの
は困難であると述べている。一方、韓国は、その恵まれ

た調達政策のおかげで、こ
のサブ指数でトップの実績
を維持している。

途上（Doing Okay）：カン
ボジア、インド、インドネ
シア、ネパール、パキスタ
ン、スリランカ、タイ、ベ
トナム
2024年から「途上（Doing 
Okay）」グループに加わっ
たスリランカは、「不十分
（Not Doing Enough）」か
らランクアップした。この
グループに属する国の中に
は、過去2年間に前向きな

Doing Good Indexの４つのグループ*^

不十分（NOT DOING ENOUGH）

バングラデシュ 途上（DOING OKAY）

 カンボジア 良（DOING BETTER）

インド 中国 優良（DOING WELL）
インドネシア 香港 シンガポール

ネパール 日本 台湾

パキスタン 韓国

スリランカ マレーシア

タイ フィリピン

ベトナム

*並びはアルファベット順

^「香港」「韓国」は正式には、中国・香港特別行政区、大韓民国
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変化を遂げた国もあれば、逆に停滞、あるいは後退した
国もある。

スリランカを除けば、このグループのほとんどの国
は、法的規制のサブ指数において相対的に弱いパフォー
マンスを示している。スリランカは、報告義務の継続的
な改善、政策立案へのSDOの高い関与、法律の一般的な
執行などにより、トップの地位を確保している。他方、
ベトナムとパキスタンは、理解しにくい法律、国内での
資金調達の制限、海外からの資金を受けるために必要な
許可などが原因となって、このサブ指数で最も低い結果
となった。

このグループに属するほとんどの国は、税制・財政
政策のサブ指数で平均を下回った。カンボジアは、個人
の寄付に対する税制上の優遇措置をとっておらず、イン
ドは、個人および法人による寄付に対して50％の控除率
しか設けていない。このグループでは、ほとんどの国が
税控除の対象となる所得に制限を設けている。インドネ
シア、スリランカ、ベトナムは、特定分野で活動する
SDOへの寄付に対して税制優遇を制限している。

エコシステムのサブ指数の結果には大きなばらつき
がある。インドネシア、インド、タイはまだ改善の余地
が大きいが、このグループのほとんどの国は平均以上の
成績となっている。カンボジアは、スタッフの採用が比
較的容易であること、キャパシティビルディングに対す
る支援が高いこと、そして公的なスキャンダルがないこ
とから、良好な結果を残している。タイがこのサブ指数

で大きく後退したのは、スタッフやボランティアの採用
がますます難しくなっているためで、非営利団体のスタ
ッフは営利団体よりも収入が低いはずだという認識が広
まっていることもその一因となっている。

政府調達は依然として十分に活用されていない。こ
のグループに属するほとんどの国は、このサブ指数の
平均以下の結果となっている。これらの国のSDOは、政
府調達の機会に関する情報を入手し、それらに申請する
ことが困難であると報告している。しかし、パキスタン
は、SDOが政府契約に申請するための追加的なインセン
ティブなどの政策により、このサブ指数では上位3位の
国の1つとなっている。

スリランカの地位向上は、徐々に改善しつつある国
の経済状況と政府による法的規制の明確化を反映してい
る。そのためソーシャルセクターのためのスタッフや
ボランティアの確保は若干容易になった。2022年と比較
して、より多くのSDOが理事会を持ち、それは説明責任
と監督責任の向上に役立っている。ソーシャルセクター
のこのような専門化によって、スリランカの全体的な成
績は今後改善される可能性があるが、政治的、経済的な 
変化に対してソーシャルセクターは依然脆弱なままで 
ある。

不十分（Not Doing Enough）：バングラデシュ
バングラデシュは、2020年に「途上（Doing Okay）」か
ら順位を落とした後、「不十分（Not Doing Enough）」
グループにとどまっている。

バングラデシュのソーシャルセクターへの法的規制
には改善の余地がある。2024年において、法的規制はよ
りわかりにくくなり、SDOが合法的な慈善団体として
の地位を得るためには、より多くの認可が必要となっ
た。2022年と同様、海外に寄付金を送ることは完全に禁
止されている。良い点としては、以前よりも多くのSDO
がソーシャルセクター関連の法律が全般的に施行されて
いると認識していることである。

バングラデシュは、税制・財政政策サブ指数におい
て、引き続き低いパフォーマンスとなっている。バング
ラデシュのSDOは非課税ではなく、寄付に対しての低い
税控除率と控除対象所得の制限という二重の阻害要因を
抱えている。企業からの寄付については、特定の分野で
活動するSDOのみ控除が適用される。

バングラデシュが最も高い結果を残しているのは、
エコシステムのサブ指数である。2022年以降全体のパフ
ォーマンスは低下しているものの、エコシステムのサブ
指数では平均をわずかに上回っている。調査対象となっ
たバングラデシュのSDOの半数以上が、スタッフの維持
はより困難であるものの、スタッフの確保は比較的容

2024年版と2022年版の実績の対比

国名 変化
バングラデシュ
カンボジア
中国
香港
インド
インドネシア
日本
韓国
マレーシア
ネパール
パキスタン
フィリピン
シンガポール
スリランカ
台湾
タイ
ベトナム
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易であると回答している。また、ほとんどのSDOは、企
業のボランティアプログラムやその他の民間セクターの 
取り組みからボランティアを受け入れていると回答して
いる。

Doing Good Index のマイクロサイト
本報告書を補完するものとして、CAPSは、ユーザーが
国や年次をまたいでデータを探索し、比較することが
できるインタラクティブなマイクロサイトを設置して 
いる。

各国の概要では、それぞれの国の状況を視覚的にわ
かりやすく、かつ深く掘り下げている。概要は、長年に
わたる指数のパフォーマンスを明らかにし、サブ指数ご
との主要な調査結果に関する経年実績を示している。

vii 訳注：本抄訳版では、第I部の第3章～第7章、第II部「国別概要」のアジア、日本以外の各国データは割愛している。

データ・ダッシュボードでは、4つのサブ指数から選
定された指数に対して、各国の比較や経年変化の把握が
できるようになっている。

結論
アジアは、民間による社会的投資の可能性を引き出す政
策やプログラムを実施するまたとない機会を手にしてい
る。そこでDoing Good Indexは、アジア地域がより公平
で持続可能な豊かな未来を実現するための青写真を提供
している。

今回で4回目となるDoing Good Indexは、ビジネスリ
ーダー、フィランソロピスト、政策立案者が、ソーシャ
ルセクターへの民間資金の流入を促進し、増加させるた
めにはどうすればよいかを検討するための、実践的でエ
ビデンスに基づいた知見を提供し続けている。

本報告書は2部構成となっている。第I部では、Doing 
Good Index 2024から得られた知見を紹介する。第2章で
は、2024年版の主要テーマであるデジタル技術と、それ
に対するアジアのSDOにとっての課題と機会を探る。
第3章では、SDOの資金調達に焦点を当て、寄付者の種
類、資金調達の道筋、より大きな活動を行う機会につ
いて述べている。第4章から第7章では、4つのサブ指数 
(法的規制、税制・財政政策、エコシステム、調達) を網
羅する。第I部の最後を飾るのは、ミャンマーのソーシ
ャルセクターに関する特集である。現在も進行中の政治
情勢のため、ミャンマーは本年度の調査に参加できなか
った。第II部「国別概要」では、調査対象となる各国の
データを抜粋して紹介するvii。

対象SDOの 
平均活動年数

18年

スタッフの 
平均人数

46名

女性スタッフの 
割合

57%

教育 
地域開発

活動領域の上位 
２分野

SDOの人口統計
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民間の社会的投資の類型

民間の社会的投資とは、民間の資源を社会のためにな
る活動（doing good）に活用するあらゆる方法を指し
ます。それにはさまざまな形や形態がありますが、す
べての種類の民間の社会的投資には、社会への還元 
(リターン) を生み出すという共通の目的があります。

フィランソロピー：金銭的なリターン（見返り）を期
待せずに寄付や助成を行うこと。チャリティ（慈善）
とは異なり、フィランソロピーとは、正式かつ体系化
された慈善活動のプロセスで、多くの場合、社会問題
や環境問題に対する長期的な解決策を検討します。

企業の社会的責任（CSR）：社会のニーズに対応する
ために企業が行うさまざまな活動のこと。CSRには以
下が含まれます。
•	 企業の社会貢献活動：正式に認可された既存の

SDO等に対して寄付や助成を行うこと。
•	 技術移転：従業員のスキルや経験を活用し、地域

の非営利組織等の能力を高めること。
•	 プロボノ商品・サービス：企業が地域団体等に無

償で商品やサービスを提供すること。

•	 ボランティア活動：従業員が地域社会のニーズ 
に応えるために時間を割いて支援する機会を作る
こと。

•	 DIYフィランソロピー：企業のシステムや専門知識
を活用して、必ずしも第三者的SDOを介さずに、
地域社会のニーズに対応すること。

インパクト投資：未解決のニーズに対処する製品や
サービスを創出するビジネスや社会的企業への目的
を持った投資のこと。インパクト投資家は、経済的
リターンを得ると同時に、社会的／環境的な活動に
貢献することを求めています。投資家によって求め
るリターンは異なり、投資コストを回収するだけの
ものから完全な相場価格でのリターンを得るものま
でさまざまです。

クラウドファンディング：インターネットを利用して
社会的ニーズやプロジェクトを宣伝し、大規模な資金
調達を可能にすること。一般市民は比較的少額の資金
でも参加でき、プロジェクトは多額の資金を獲得でき

る可能性があります。
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第2章：デジタル技術とアジアのソーシャルセクター

デジタル技術早わかり

デジタル技術の発展はソーシャルセクターのデジタル化（デ
ジタライゼーション）につながっており、SDOの日常業務や
資金調達、アウトリーチ戦略に革命をもたらす可能性も秘め
ている。このような潮流を踏まえ、アジアのソーシャルセク
ターのテクノロジーへの対応力を測るため、SDOへのアンケ
ート調査を実施した。

主な調査結果 

アジアのソーシャルセクターでは、デジタル技術の利用が当たり前になって
いる。SDOは、業務の主要な部分にテクノロジーを組み込んでいる。調査対
象となったSDOの95％が、受益者へのサービス提供にテクノロジーを利用し
ている。また、事務作業、コミュニティへの働きかけ、資金集めにおけるデ
ジタルツールの活用も急速に普及し始めている。

ほとんどのSDOは、インターネットへのアクセスや関連する情報技術（IT）、
ハードウェアおよびソフトウェアなどの基本的な技術的準備を整えているが、
それは一様ではない。調査対象となったSDOの84%は平均して職場で信頼性の
高い高速インターネットアクセスを利用しているが、組織のニーズを満たすの
に十分な数のハードウェアがあると答えたのは69%に過ぎなかった。

アジアのSDOは、デジタル技術がもたらす利点を十分に活用し、関連するリ
スクから自らを守るために必要なリソースが不足している。SDOの59%は、
スタッフがデジタルツールを効果的に使用するスキルが不足していると回答
しており、70%は組織のサイバーセキュリティ計画について認識していない。

SDOが急速に変化するデジタル環境に適切に対応するためには、運用資金を
得ることが不可欠である。SDOの半数近くが、資金提供者がデジタル技術や
ITコストに資金を提供していないと回答しており、資金格差が顕著であるこ
とを示している。
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95%  

のSDOは受益者へのサービス 
提供にテクノロジーを利用 

している

35%  

のSDOは過去2年間でオンラインで
のファンドレイジング（資金調達）

活動を増やした

84%  

のSDOは十分な 
インターネットアクセス 

がある 

31%  

のSDOはスタッフに十分な 
コンピュータ/タブレットを提供で

きていない

59%  

のSDOはデジタルツールを効果的に
利用するために必要なスタッフのス

キルが不足している

88%  

のSDOは今後2年間に 
デジタル技術の利用を増やす 

意向を示している
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デジタル技術とアジアの 
ソーシャルセクター

第2章

過去20年間、デジタル技術はかつてないスピード
で発展してきた。コミュニケーション、eコマー

ス、物流など、テクノロジーは日常生活やビジネスに組
み込まれている。アジアでは、デジタル化（デジタライ
ゼーション）が飛躍的に進展している。この地域には世
界のインターネット・ユーザーの半分がおり、42億人以
上の携帯電話ユーザーがいる20,21。

サービス提供や、調査、データ管理、資金調達にテ
クノロジーを統合するなど、ソーシャルセクターもまた
デジタルトランスフォーメーションを受け入れる必要が
出てきた。コロナのパンデミックの発生は、この傾向を
さらに加速させた。ソーシャルディスタンスや自宅待機
の要請により、SDOはオンライン化を余儀なくされた。
一部のSDOはテクノロジーを活用してデジタルを用いた
サービスを増やし、日常業務を継続していくことができ
たが、パンデミックはまた、適応するための能力とリソ
ースを持つ組織と持たない組織との間のギャップを浮き
彫りにした。

デジタル技術は良くも悪くもこの世界を形作ろうと
している。生成的な人工知能（AI）やその他の関連ツー
ルの出現により、成長の可能性は非常に大きくなってい
る。しかし、アジアのソーシャルセクターはデジタルト
ランスフォーメーションの機会を活用する準備ができて
いるのだろうか、それとも付随するリスクに弱く、その
ペースについていけないのだろうか。この問いの重要性
を鑑み、Doing Good Indexの定例調査に、アジアのソー
シャルセクターのテクノロジーの状況を統計的に把握す
るためのセクションを追加した。

技術の急速な進歩は前例のない機会をもたらす
が、SDO がこれらの利点を十分に活用するためには、一
定程度のインフラ整備、システム、そしてスキルが必要
になる。本章では、SDOの技術的な状況を3つの側面から
検討するためのフレームワーク（枠組み）を紹介するviii：

•	 基礎的な準備状況（Foundational readiness）とは、
インターネットやモバイルネットワーク、関連する
ITへのアクセス、ハードウェアやソフトウェアなど、

viii 使用されたフレームワークはIBMの「AI 準備フレームワーク（AI Readiness Framework）」をソーシャルセクターのニーズに合わせてアレンジしたもので、近々出版される

『The Routledge Handbook on Artificial Intelligence (AI) & Philanthropy』の中で、CAPSのシニア・アドバイザーであるKithmina Hewage氏によって紹介されている。

テクノロジーを導入するための前提条件を指す。
•	 運用的な準備状況（Operational readiness）とは、SDO

がデジタルツールを効果的に使用するための能力のこ
とで、これには、社内のITスキルや専門知識、サイバ
ーセキュリティ対策や資金が含まれる。

•	 変革的な準備状況（Transformational readiness）は、
長期的にテクノロジーの価値を最大化するための組
織の能力に焦点を当てたもので、これにはリーダー
シップの理解度、テクノロジー導入に対するスタッ
フの支持、将来の投資のためのリソースの利用可能
性などの要素が重要な役割を果たす。

私たちの調査では、全体的な結果として、アジアの SDO
は十分な準備ができていないということがわかった。多
くの SDOはインターネットへのアクセスや必要なITハー
ドウェアなど、基礎的な準備は整っているものの、大多
数のSDOはデジタル技術の恩恵を十分に活用し、それに
伴うリスクから身を守るためのスキルや資金が不足して
いる。本章では、私たちの調査結果を裏付けるデータを
提供し、フィランソロピスト、寄付者、その他の資金提
供者が、SDOのデジタル化が進む未来への転換を支援す
る方法について議論する。
 

技術的な用語について

デジタイゼーション（Digitization）とは、物理的な
データをデジタル形式に変換すること。
デジタライゼーション（Digitalization）は、デジタ
ル資産を活用し、テクノロジーを導入することで、
業務を最適化し、ステークホルダーの体験を向上さ
せ、新たな機会を創出する。
生成AI（Generative AI）はテキスト、画像、音声、合
成データなど、さまざまな高品質のコンテンツを生成
することができるAI技術の一種で、多くの場合、ディ
ープラーニング（深層学習）モデルを使用している。
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ソーシャルセクターにおける 
デジタル技術の活用
SDOはデジタル化（デジタライゼーション）を進めてお
り、業務の多くの重要な部分にますますテクノロジーを
導入している。

調査対象となったSDOの95％は、受益者へのサービス
提供にテクノロジーを活用している。SDOがサービス提供
にテクノロジーを利用する主な方法は、電話（69％）、イ
ンスタントメッセージ（63％）、ビデオ通話（57％）の3
つである。SDOの約90％がサービス提供にインスタントメ
ッセージ（IM）とビデオ通話を利用している。これは、フ
ィリピンが2022年にインターネット・ユーザーがオンライ
ンに費やした1日の平均時間で世界第3位にランクされたこ
とを考えれば、驚くにはあたらない22。アジア全体では、
調査したSDOの約半数がオンラインイベントやウェビナー
を開催しており、中でもインドネシア、フィリピン、ベト
ナムの割合が最も高い。

デジタル技術は、日々の管理業務を遂行する上で
不可欠なものとなっている。私たちの調査では、ほと
んどのSDOがデータをデジタルで収集して保存してい
る。SDOの80％が財務記録のデータをデジタル手段で
収集し、90％近くがこのデータをデジタルソフトウェア
を使って保存している。75％のSDOは、寄付者の記録、
受益者の記録、プロジェクトのインパクトに関するデー
タなどもデジタルで収集・保存している。ファイルや文
書のデジタイゼーションには、情報の検索や共有の効率
化、データ紛失に対する保護強化、必要な保管スペース
の削減などにおいて多くの利点がある。

また、SDOはデジタル技術を活用して、受益者、寄付
者、そしてより多くの人々と活動の成果を共有している。
調査対象となったSDOの80％近くがウェブサイトを持って

ix WeChatは、中国の大手ハイテク企業Tencent Groupが開発したアプリで、直接払い、アポの予約、ショッピングなどを容易にする機能を備えている。また、ウェブサイトと

同様のアプリ内ページを作成することも可能で、SDOはこれを利用してサービスをアピールすることができる。日本のLINEなど、他のソーシャルメディアアプリも同様の機

能を取り入れ始めている。

おり、半数以上がネットワークとのつながりを保つために
デジタルニュースレターを送っている。ソーシャルメディ
アもまた、多くの組織にとって不可欠である。また調査に
回答したSDOの90%はソーシャルメディアのアカウントを
持っており、73%はソーシャルメディアがマーケティング
に活用する最重要アプローチの1つであると答えている。

さらに、過去2年間で、72％のSDOが活動の促進や
普及のためにソーシャルメディアの利用を増加させて
おり、その傾向はますます強まっている。83％以上が
Facebookを利用しており、調査回答者の中で最も人気が
高かった。Facebookが利用できない中国では、圧倒的多
数の組織（95％）がWeChatを利用しているix。

資金を集め、増やすために、SDOはテクノロジーを
活用している。私たちの調査では、過去2年間にオンラ
インでの資金調達活動を増加させた団体は35%にのぼ
る。SDOが寄付を受け取る方法として最も一般的なの
は、銀行振り込み（82%）である。しかし、ほとんどの
団体はまだ他の手段に頼っている。たとえば、香港の
SDOの80%は紙の小切手を受け取っており、台湾のSDO
の84%は、街頭募金や募金箱を通じて現金寄付を受けて
いる。デジタルプラットフォームもまた、デジタル寄付
を奨励するために活用されている。たとえば香港では、
モバイル決済プラットフォームのPayMeは、NGOの顧客
数が2年間で430％増加した23。

SDOがデジタル技術の利用を 
増やした上位3つの方法

日常業務へのテクノロジー 
の導入

オンラインイベント
の開催

活動促進・普及活動のための 
ソーシャルメディアの活用

90%  がSNSでプロフィールをもっている

78%  がウェブサイトをもっている	

55%  がデジタルのニュースレターをもっている

SDOの 
デジタルプレゼンス
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アジアのソーシャルセクターの技術的な
状況
アジアのソーシャルセクターはデジタル化しつつあるも
のの、SDOは技術革新についていけず苦戦している。そ
の主な原因は、デジタルインフラへのアクセスが不十分
であること、キャパシティや資金面で制約があること、
寄付者からの支援が不十分であることなどである。

基礎的な準備状況
アジアのSDOの技術的な状況を測定するにあたって、「基
礎的な準備状況」は、他の準備状況の前提条件として本質
的に機能するため、間違いなく最も重要なものである。今
回のデータでは、多くのSDOがインターネットへのアクセ
スや関連するITハードウェアやソフトウェアなどの基礎技
術を備えていることが明らかになった。ただ、これは万国
共通というにはほど遠く、多くの組織、特に発展途上国や
遠隔地にあるSDOは、基本的な技術インフラやハードウェ
アにアクセスすることさえ困難な状況にある。

安定した信頼性の高いインターネット接続はデジタル
化の必須条件であるが、アクセス状況はアジア全体で共
通ではない。調査対象となったSDOの84％は、職場で十
分に信頼でき、高速なインターネットアクセスを利用し
ているが、低所得国の組織は苦戦している。バングラデ
シュとネパールのSDOの22％は、信頼できるアクセスが
ないと回答している。さらに、スタッフが職場を離れた
後も、インターネットへのアクセスが良好であると回答
したSDOは全体の76％に過ぎない。ネパールのSDOの半
数以上（55％）は、職場以外で信頼できるインターネッ
ト接続を維持できず、高い数字がカンボジア（40％）と
バングラデシュ（39％）でも報告されている。これは、
これらの国の特定の地域で、デジタルインフラ、通信イ
ンフラ、電力インフラが不足していることが少なからず
原因となっており、農村部や遠隔地で働く人々は、より
貧弱な通信環境でしのがなければならない。マレーシア
では、クアラルンプールの住民は高速インターネットを
享受しているが、サラワク州の一部のコミュニティは基
本的な接続性さえ欠如している。コロナはこの格差を浮
き彫りにし、デジタルインフラのない地域に住む人々は
パンデミックの間、情報、学校教育、その他のサービス
にアクセスすることができなかった。

インターネット接続に加えて、ハードウェア（コン
ピュータ、タブレット、その他のデバイス）の利用状
況にも課題がある。私たちの調査では、職員のコンピ
ュータやタブレット端末の利用について、現在のレベ
ルで組織のニーズを満たすのに十分であると答えたSDO
は69％に過ぎなかった。バングラデシュ、カンボジア、
インド、ネパールでは、約半数のSDOが十分ではないと

回答している。費用が大きな障壁となっており、スマー
トフォンを所有することさえ、多くの組織にとっては手
の届かないものとなっている。電子メール、デジタル
バンク、ファイル共有など、多くのサービスはスマート
フォンからアクセスできるが、デバイスの普及率が低い
ため、一部の SDOとその受益者は、接続を維持するの
に苦労している。2022年には、バングラデシュの人口の
わずか50％しかスマートフォンを利用できていなかった
が、アジア太平洋地域全体では76％であった24。

データの収集と保存は、今後の技術利用において重
要な役割を果たすことになる。しかし、データをデジタ
ル保存しているアジアのSDO数にはまだまだ改善の余地
がある。調査対象となったSDOの平均87％が財務記録を
保存しており、寄付者記録（75％）、顧客／受益者記録
（80％）、プロジェクトのインパクトに関するデータ
（73％）など、他の種類のデータも保存している。

統計分析プログラムや機械学習ツールのような高度
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コンピュータやタブレット端末を 
十分に利用できるSDOの割合

アジア平均

パキスタン

フィリピン

スリランカ

タイ

ベトナム

カンボジア

台湾

シンガポール

バングラデシュ

ネパール

香港

インド

インドネシア

日本

マレーシア

中国

韓国

69%

87%

90%

79%

69%

88%

84%

72%

47%

82%

74%

59%

69%

52%

82%

78%

53%

55%
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なソフトウェアを利用できるSDOは35%に過ぎないとい
う事実と合わせると、これらの数字は、SDOがテクノロ
ジーの利点やソーシャルセクターが直面するキャパシテ
ィ不足に対応するためのAIの可能性を十分に活用できて
いないことを示している。たとえば、調査対象となった
SDOのうち、インパクトを測定している組織は73%に過
ぎない。測定していないSDOの大半は、測定方法を知ら
なかったり、人材不足や時間の制約を主な理由として挙
げている。AIは、適切な質と量のデータがあれば、これ
らの問題を簡単に解決することができる。デジタルデー
タへのアクセスが十分であれば、機械学習モデルを使っ
て傾向を特定し、変数を測定してインパクトを測定する
ことができるので、SDOのスタッフが手作業でデータを
処理したり、従来型のソフトウェアを操作したりする必
要性が大幅に軽減される25,26。したがって、デジタルデ
ータを蓄積できないことは、SDOがAIツールを使用して
業務を改善する力を低下させることになる。

運用的な準備状況
組織の「運用的な準備状況」は、スタッフが使用可能な
テクノロジーツールを効果的に活用するために必要なス
キルを有しているか、想定される外部リスクから自らを
守ることができるか、そしてテクノロジーに投資するた
めの十分な資源を有しているかどうかによって決定され
る。これらのうち1つでも欠けると、業務に支障をきた
す可能性がある。

デジタルツールを効果的に活用するためには、スタ
ッフがその使い方を理解し、習得する必要がある。SDO
はすでにスタッフの一般的なスキル向上に苦労している
が、調査対象となったSDOの59%は、組織のデジタル化
に必要なスキルが不足していると回答している。実際、
ほぼ3分の1（28％）が、デジタル化とデジタルリテラシ
ーのサポートは、組織の最も必要な3つのニーズの1つで
あると答えている。

デジタライゼーションは、インターネット上での安
全性を守ることでもある。SDOはデジタル技術をますま
す取り入れるようになるにつれ、リスクにもさらされる
ようになる。調査対象となったSDOのうち、過去2年間
にサイバーセキュリティ攻撃を受けたことがあるSDOは
17%に過ぎないが、アジア太平洋地域全体では2022年に

世界全体の31%を占める最多のサイバー攻撃が発生して
いる27。

ほとんどのサイバー攻撃は政府や営利企業を標的と
しているが、SDOはITサポートやセキュリティ対策への
利用が乏しいため、脆弱性を抱えている28。私たちの調
査では、SDOの70％がサイバーセキュリティやサイバー
レジリエンスに関する戦略や計画を策定していない、も
しくは策定しているかを知らないという結果が出てい
る。さらに懸念すべきことに、26%のSDOはサイバー攻
撃に対する防御策を講じていない。中国、インドネシ
ア、マレーシア、パキスタン、タイのSDOのうち、ウイ
ルス対策ソフトを導入しているのは半数以下であり、非
営利組織を特にターゲットとする犯罪者を含む悪質な行
為者に対して無防備な状態となっている29。

 
変革的な準備状況
SDOが「変革的な準備状況」を実現できるのは、将来の
テクノロジーの変化に適応し、新しいツールを使用する
ために必要となる財務的、技術的、リーダーシップ的な
リソースを備えている場合である。

運営資金の確保をめぐる課題が、SDOの生産性とイン
パクトを向上させるデジタル技術への投資を阻害してい
る。調査対象となったSDOのほぼ半数（48％）が、寄付
者がデジタル技術やITコストに資金を提供していないと回
答しており、その割合は韓国（68％）、日本（66％）、 
タイ（64％）、中国（62％）で最も高かった。これとは対
照的に、デジタル技術やITコストについて寄付者の支援を
受けているSDOの割合は、カンボジア（76％）、スリラン
カ（75％）、バングラデシュ（73％）で最も高かった。特
筆すべきは、これらの国が海外からの資金により大きく
依存していることである。

資金提供者はITコストへの支援をまだためらってい
るが、SDOの経営陣の間では、テクノロジーの利用拡大
に対する理解が進んでいることがわかる。調査対象とな
ったSDOのうち、デジタル技術導入の障壁としてリーダ
ーの消極性を報告したのはわずか6％で、スタッフの消
極性を報告したのは12％であった。

運営資金が十分でなければ、アジアのSDOが必要な
技術インフラ、ソフトウェア、スキルに対して設備投資
することは困難である。従って、ソーシャルセクターに

のSDOは組織としてのサイバーセキュリティ戦略 

をもっていないか、認識していない。70%



21

おけるデジタライゼーションの推進を提唱する一方で、
フィランソロピストやその他の資金提供者には、必要な
リソースを提供することが求められる。

フィランソロピストやその他の寄付者にできること
フィランソロピストやその他の寄付者は、より長期的な
技術投資を可能にするSDOの運営資金にもっと積極的に
協力しなければならない。アジアのSDOは、必要な技術
インフラ、ソフトウェア、スキルに対する投資を行い、
将来を見据えておくことが不可欠である。このため、資
金提供がプロジェクト費用に限定される場合でも、フィ
ランソロピスト、企業、財団、その他の資金提供者は、
コミュニティにおけるプロジェクトの成果を高める上で
のテクノロジーの触媒効果に留意すべきである。資金提
供者は、より大きなインパクトをもたらすために、SDO
のITやその他の技術的コストを支援すべきである。

寄付者は、物品寄付を通じてSDOがこのような課題
を解決するための支援もできる。たとえば、企業は、IT
の専門知識を持つ従業員に、SDOスタッフ向けのトレー
ニングセッションを提供することでボランティアとして
時間を割くよう奨励することができる。また、必要な業
務用ソフトウェアや高度なソフトウェア利用を無償で、
または少なくとも割引価格で提供することもできる。ウ
イルス対策ソフトやサイバーセキュリティツールの提供
は、使用率が驚くほど低いアジアのSDOにとって特に有
用である。同様に、基本的なハードウェアを十分に利用
できないSDOに中古のコンピュータやノートパソコン、
携帯電話を寄贈する企業による取り組みも大いに役立つ
だろう。

今後の展望
デジタル時代は到来したが、その恩恵は不平等に分配さ
れている。アジアには、安定したインターネット接続は
おろか、電気さえも贅沢品である地域が依然として広く
残っている。近代的な都市であっても、裕福でない住民

や組織にとっては、最新のITシステムを購入し、それを
維持していくのは困難である。

SDOはデジタライゼーションを推進したいと考えて
おり、その多くはすでに実行している。実際、近年設立
された組織は、デジタル優先のアプローチをとることが
多く、サービスを提供し、受益者とつながる方法とし
て、テクノロジーを中心に据えている。

しかし、SDOはデジタル技術の導入に関して、さま
ざまな喫緊のニーズを抱えている。団体によっては、コ
ンピュータ、タブレット端末、スマートフォンといっ
た、活動を始めるために必要不可欠な基本的ハードウェ
アが不足している。また、ウェブサイトを構築し、寄付
の追跡を行い、そのインパクトを測定するために、新し
いソフトウェアやデジタルサービスのサブスクリプショ
ンを必要としている団体もある。また多くのSDOは、組
織のデジタルトランスフォーメーションを促進するため
に、スタッフのトレーニングの必要性を感じている。

SDOのデジタル技術のニーズを支援する上で、フィ
ランソロピーは不可欠な役割を担っている。他の資金源
では、新しいテクノロジーを含む事業展開に柔軟に投資
することは難しい。フィランソロピーは、このような投
資を可能にするために、使途を限定しない資金や運営上
の資金を提供することができるのだ。

デジタル技術はダイナミックに進化しており、SDO
も資金提供者も同様に、急速に変化するデジタルの状
況について常に注意を払い続けなければならない。この
新時代がもたらすチャンスと同時にリスクも認識すべき
である。こうした新しいテクノロジーは、活動資金を
増やし、団体のミッションを広く伝え、社会的弱者によ
り良いサービスを提供するのに役立つが、同時に新たな
脆弱性を生み出し、不平等を悪化させる可能性もあるか
らだ。
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SDOがデジタル技術を導入 
するにあたっての課題上位3つ

十分なスキルの欠如

利用可能なテクノロジーや
ツールに対する認識不足

資金の不足



以下の国別概要は、アジア全域の2,183のSDOに対して実施された 
調査から抜粋したものである。日本以外の国のデータおよび国別の比較 
については、doinggoodindex.caps.orgを参照いただきたい。

22

DOING GOOD INDEX 報告書 2024年版  |  第II部

第II部：国別概要



23

* 四捨五入の関係上、合計が100％にならない場合がある。

27% 
一度もない

59% 
たまにある

14% 
よくある

政策協議への参加SDOの設立しやすさ 法律のわかりやすさ

の SDO がソーシャルセクター 
関連の法律は理解しやすいと 

感じている

2024年 12% 

2022年 11% 

123 日 
が認可取得に必要

3 つの許可 
がSDOの設立に必要

現在行っている 将来行う予定

27% 64% 
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アジア全体*

法的規制

SDOの人口統計

18年  

SDOの平均活動年数

46 人  

平均スタッフ数

SDOの予算に占める資金源の割合 クラウドファンディング

資金

海外からの資金 15%

個人および財団からの資金 42%

12%政府・行政からの補助金等

14%企業からの資金

9%行政調達（委託・外注等）

9%売上収入



マイクロサイト
でデータの 
検索・比較が 
可能です。
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人材確保の難しさ キャパシティビルディングへの
寄付者のサポート

企業の関与

行政調達 (委託・外注等)
を受けているSDOの割合

調達のプロセス

19% のSDOが調達プロセスは透明だと 
感じている

13% のSDOは調達契約情報を入手するのは 
容易だと考えている

32% 
一度もない

53% 
たまにある

15% 
よくある

はスタッフの雇用と定着が 
難しいと感じている

2024年 73% 

2022年 71% 

2024年 32% 

2022年 30% 

調達

エコシステム

72%  
のSDOが個人寄付は低いと 

考えている

56%  
のSDOが企業からの資金提供 

を受けている

63%  
のSDOが企業ボランティアと協働

SDOが信頼されていると感じる割合

社会から

政府から

企業から

44% 

36% 

40% 
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* 四捨五入の関係上、合計が100％にならない場合がある。

日本    アジア

27% 
一度もない

54% 
たまにある

20% 
よくある

政策協議への参加SDOの設立しやすさ 法律のわかりやすさ

の SDO がソーシャルセクター 
関連の法律は理解しやすいと 

感じている

2024年 7% 

2022年 5% 

現在行っている 将来行う予定

67 日 
が認可取得に必要

2 つの許可 
がSDOの設立に必要 

12% 47% 
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日本*

SDOの予算に占める資金源の割合 クラウドファンディング

16 年  

SDOの平均活動年数

21 人  

平均スタッフ数

インデックスのパフォーマンス

資金

法的規制

SDOの人口統計

海外からの資金 0% 15%

個人および財団からの資金 49% 42%

15% 12%政府・行政からの補助金等

6% 14%企業からの資金

18% 9%行政調達（委託・外注等）

12% 9%売上収入

2022年 2024年2020年2018年

不十分

良

優良

途上



マイクロサイト
でデータの 
検索・比較が 
可能です。
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人材確保の難しさ キャパシティビルディングへの
寄付者のサポート

企業の関与

行政調達 (委託・外注等)
を受けているSDOの割合

調達のプロセス

25% のSDOが調達プロセスは透明だと 
感じている

23% のSDOは調達契約情報を入手するのは 
容易だと考えている

66% 
一度もない

30% 
たまにある

4% 
よくある

はスタッフの雇用と定着が 
難しいと感じている

2024年 94% 

2022年 89% 

2024年 49% 

2022年 51% 

調達

税制・財政政策

エコシステム

84%  
のSDOが個人寄付は低いと 

考えている

51%  
のSDOが企業からの資金提供 

を受けている

48%  
のSDOが企業ボランティアと協働

いいえ

No

はい はい

企業寄付への税制上の優遇措置は
ありますか？

企業はCSRに取り組むことを義務
付けられていますか？

個人寄付への税制上の優遇措置は 
ありますか？

SDOは免税の対象となりますか？

いいえ

SDOが信頼されていると感じる割合

社会から

政府から

企業から

8% 

17% 

8% 
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